
再生可能エネルギー導入拡大に向けた

分散型エネルギーリソースの導入に係る取組について

2026年9月3日

資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部

新エネルギーシステム課



1

GX・エネルギー政策におけるフレキシビリティの必要性

• 2050年カーボンニュートラルの実現に向けては、S+3Eを大前提に、原子力及び再生可能エネ
ルギーの主力電源化が必要。

• 一方、長期固定電源※である原子力、太陽光や風力などの変動性再生可能エネルギーが共存す
るためには、蓄電池やディマンドリスポンス（DR）等の分散型エネルギーリソース（DER）に
よるカーボンフリーフレキシビリティの確保が必要。

※長期にわたり安定的に運転を行うことで高いコスト競争力を発揮するという特性を持つ、地熱や原子力といった電源のこと。また、これらの電源は一般的に、
短時間で出力を上げ下げ（負荷追従）することが技術的に困難という特性があり、仮に停止した場合、再度運転させるまでに時間がかかるため、運転を再開
するまでの間の電力需要を満たすためには、すぐに運転を再開できる火力で埋め合わせることとなり、結果としてコストやCO2排出量の増加につながる。
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• 電気の安定供給のためには供給（発電量）と需要（消費量）が同時同量である必要。常に一致していない
と周波数が乱れ、電気の供給を正常に行うことができなくなる。

• 一方、電気は貯めることが難しく、日々の需要に併せて生産、都度供給する必要。現在は、LNGや石炭と
いった火力発電によって需要と供給のズレを調整している。

• 2050年カーボンニュートラルに向け、再生可能エネルギーの拡大が求められる一方、太陽光や風力など
再エネは天候等の条件により出力が変動するため、火力発電に変わる脱炭素化された（カーボンフリー）
フレキシビリティが必要となる。

• こうした状況を背景として、脱炭素化されたフレキシビリティとして活用が可能な蓄電池やディマンドリ
スポンス（DR）などの重要性が高まっている。
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カーボンフリーフレキシビリティとは

【蓄電池】

電力システムにおけるフレキシビリティ発揮や役割を評価

システム内でのあるべき位置付けや望ましい運用等を確立

【DR】
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令和９年度 分散型エネルギーリソース導入支援等事業（PR資料）
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家庭用・業務産業用蓄電システム導入支援

出典：一般社団法人環境共創イニシアチブ（令和７年度補正事業執行団体）HP https://dr-battery.sii.or.jp/r7h/assets/doc/R7r_dr_ess_flyer.pdf

※写真は令和７年度補正家庭用
蓄電システム導入支援事業。
本事業は合計申請額が予算額

に達したため、2026年5月末
で公募終了。

https://dr-battery.sii.or.jp/r7h/assets/doc/R7r_dr_ess_flyer.pdf
https://dr-battery.sii.or.jp/r7h/assets/doc/R7r_dr_ess_flyer.pdf
https://dr-battery.sii.or.jp/r7h/assets/doc/R7r_dr_ess_flyer.pdf
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IoT化支援

出典：一般社団法人環境共創イニシアチブ（令和７年度補正事業執行団体）HP https://sii.or.jp/DRIoT07r/uploads/R7r_IoT.pdf

https://sii.or.jp/DRIoT07r/uploads/R7r_IoT.pdf
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スマートメーターを活用した実証
• 家庭や小規模なオフィスなどにあるエネルギーリソースを、スマートメーターを活用した遠隔制御を実

施することで、DRの実証やセキュリティ検証、環境構築に係る実証を行う。

インターネット網

アグリゲーター

スマートメーター網

メーカーサーバー 一般送配電事業者システム

スマートメーター

分散型エネルギーリソース

EVヒートポンプ給湯機 家庭用蓄電池 エネファーム
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電力データ活用支援

出典：一般社団法人低炭素投資促進機構（令和６年度補正事業執行団体）HP https://www.teitanso.or.jp/smamedata/

https://www.teitanso.or.jp/smamedata/


分散型エネルギーリソースに関する施策の方向性及び具体策
需要側リソース 供給側リソース

需要側蓄電池 系統用・再エネ併設蓄電池DR

足下の導入量 400万kW程度1)

2040年度
導入見通し3）

)

ー 64万kW (契約申込み 約3,000万kW)2)

施策の方向性

800万kW～3,300万kW4) 750万kW～1,500万kW5) 280万kW～1,000万kW6)

◆継続的な導入促進
◆ DRの実績把握
◆ DRリソースの導入拡大
◆ DR実施を促す環境整備

◆系統用：電力システムに貢献する蓄電池の重点導入と効果的運用の
促進による多様な機能の発揮

◆再エネ併設：FITからFIPへの移行等による再エネの市場統合の観点か
ら、実態を把握しつつ導入促進

具
体
的
施
策

導入支援

✓DR対応機器の導入・IoT化

蓄電池等のDR対応機器の導入支援、IoT化支援、家庭用燃料電池
（エネファーム）やEV充電器・充放電器等のDRready化の検討

✓系統用蓄電池の地域共生の推進

地域共生ガイドライン作成、長期に電力システムに貢献する事業者を評
価する仕組みの検討

✓系統接続の情報公開の推進・ノンファーム型接続の導入等

✓系統接続の適切な規律確保

土地使用権原の要件化、契約申込時の保証金引き上げ等

✓必要性の高い系統用蓄電池を優先的に支援

アービトラージ活用･系統混雑緩和･ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ強靱化に資する案件等

✓再エネ併設蓄電池の促進

FIP案件等の支援の継続等

✓サイバーセキュリティの確保

JC-STAR★2以上の基準の整備・導入、適切な機器利用に関するガ
イドライン整備

✓リテラシー醸成・広報強化 DR活用ガイド作成、広報戦略作成

✓DR実績の把握 経済DR・市場取引に基づくDRの実績把握の具体化

✓DRに対するインセンティブ

低圧IoT化と報酬等を組み合わせたDR実施の支援

ビジネス
環境整備

規律確保

1) 家庭用蓄電池及び業務・産業用蓄電池の2023年時点の導入量が8,000MWh程度であることを踏まえ、実績より２時間容量として計算
2) 2025年12月末時点の系統用蓄電池の連系済み量及び契約申込み量。再エネ併設蓄電池の導入量は含まない。
3) 第2回分散型エネルギー推進戦略WG（2026年3月6日） 資料5より引用
4) 電力広域的運営推進機関、McKinsey、三菱総合研究所が、足下の導入状況を踏まえつつ、各々の手法や想定に基づき推計した2040年度の導入見通し。
5) 電力広域的運営推進機関、McKinseyが、将来の実装可能性を考慮しつつ、各々の手法や想定に基づき推計した2040年度の最大DR量。
6) 電力広域的運営推進機関、McKinseyが、コスト最小化の考え方による電力需給分析の結果を踏まえつつ、各々の手法や想定に基づき推計した2040年度の導入見通し。

主な課題

• DR対応機器（家庭用蓄電池含む）の導入台数が少ない
• DRの実績（特に経済DR）が把握できていない
• 需要家によるDR認知が不十分
• サイバーセキュリティの確保

• 調整力としての活用が中心であり、アービトラージ活用は限定的（系統用）
• 系統混雑の緩和に貢献しうる立地・運用への誘導が必要（系統用）
• 地域共生や長期にわたる安定的な事業運営の確保（系統用）
• 迅速な系統接続の実現
• サイバーセキュリティの確保

※本見通しは、足下の導入状況やコスト最小化等の考え方に基づき外部機関が試算した見通しであり、目標とは異なる

出典：分散型エネルギー推進戦略ワーキンググループ（第３回）資料２
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/distributed
_energy_wg/pdf/003_02_00.pdf
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https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/distributed_energy_wg/pdf/003_02_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/jisedai_kiban/distributed_energy_wg/pdf/003_02_00.pdf
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